
取組№ 1

Ⅰ
1

(1)

指標1

事務事業 ⾒直 実施件数

17事業

17事業

ー

1,200
歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 事務事業 ⾒直 

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

対象事業44事業    17事業    ⽣駒市⾏政改⾰推進委員会 諮問  継続審議    2事
業 除 15事業    意⾒書 提出 受   意⾒書 内訳  廃⽌3件 部分廃⽌1件 ⾒直 11
件であった。
廃⽌ 提⾔ 受  事業    幼児2⼈同乗⽤⾃転⾞購⼊補助⾦（R1予算額1,200千円） R2
年度  廃⽌     

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 ⾏政経営課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

健全 財政基盤 確⽴
事務事業 継続的 ⾒直 
事務事業 ⾒直 

【取組状況】
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指標1

事務事業 ⾒直 実施件数

27事業

8事業

ー

7,939

新型コロナウイルス感染症の影響
により、委員会の開催が当初の予
定より大幅にずれ込み、当初予定
の開催回数が実施できなくなった
ため。
また、各課の事業においても新型
コロナウイルス感染症の影響で中
⽌や延期となったもの、福祉に関
する事業でコロナ禍において審議
するに適さないと考えられるものが
      ⾒直 対象 事業数
 変更     

課題に向けた取組

特定 事業     ⾒直  ⾏   市 実施    補助⾦全体     横断的 ⾒直  ⾏   
た、オンライン会議を活⽤し、コロナ禍であっても審議ができる環境作りに取り組む。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

令和2年度 新型       感染症 影響    委員会 開催       大  ⽀障 ⽣   
   福祉 医療分野等 新型       感染症 影響  市⺠⽣活 直結  事業     禍  
いて審議に適さない事業が未審議となっている。

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

R2年度 対象事業27事業    8事業    ⽣駒市⾏政改⾰推進委員会 諮問  意⾒書 提
出 受   意⾒書 内訳  廃⽌1件 ⾒直 7件        R3年度予算 提⾔ 受   反映
 ⾏  事業 3事業         負担⾦ ⾒直  実施   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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【資料7】



取組№ 2

Ⅱ
1

(1)

指標1

督促状発送率

6.20%

6.01%

ー

ー

スマートフォン収納を導⼊し、24
時間どこからでも納税できる環境
を整え、納付しやすい環境を整え
た。

歳出削減額
（千円） ー

目標値と実績
値の差分につい

  理由

滞納整理班 構成  財産調査
をはじめ、差押え、滞納処分の執
⾏停⽌  積極的 ⾏     

取組内容 納期内納付 推進 徴収率 向上

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

年度当初         収納  10⽉1⽇  地⽅税共通納税     導⼊ 円滑 稼働  納期
内納付 推進            年度当初 納期      作成  公共施設 市内各⾦融機関
 掲⽰  市税 納期 周知 努     結果 決算     督促状発送率 6.01％（前年度⽐
0.2%改善） 徴収率 96.18％（前年度⽐0.48％改善）    計画以上 早  改善 進   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 徴収率 0

目標値 95.71% 0

歳⼊増加額
（千円） ー

R1実績値 96.18%

担当課 収税課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

歳⼊増につながる施策の創出、強化
新たな財源確保の取組
市税の収納対策の推進

【取組状況】
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指標1

督促状発送率

6.10%

5.6％（3⽉末）

ー

ー

地⽅税共通納税システムと以前
から取り⼊れているスマートフォン
収納   利⽤件数 利⽤額 
増加傾向にあるため。

課題に向けた取組

 ⼿数料 増加 少   抑制     令和３年度      導⼊        ⼿数料 安価 ⼝
座振替を推奨する。
・税収については、滞納税への着⼿を早め、悪質滞納者への滞納処分を強化する。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

滞納整理 進  結果 滞納繰
越分 徴収率 前年  大  上
回るため。
R1年度滞納繰越分徴収率
　15.６％
R2年度滞納繰越分徴収率
　18.2％

 R3年度 取組 

課題

 納期内納付 推進 目的  様々 納付⽅法 提供        ⼿数料 増加 懸念    
 納付環境 拡充 相反   ⼝座振替率 低下   

歳⼊増加額
（千円） ー

歳出削減額
（千円） ー

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

地⽅税共通納税     稼働  納期内納付 推進            年度当初 納期     
 作成  公共施設 市内各⾦融機関 掲⽰ 市税 納期 周知 努   
  結果 督促発送率 5.6％（3⽉末時点）（前年度決算時  0.4％改善） 徴収率 96.2％
（⾒込）（前年度決算時 同⽔準）     

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 徴収率 0

目標値 95.73% 0

R2実績値 96.19％（⾒込）
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取組№ 3

Ⅱ
1

(2)

指標1

企業⽴地件数

2件

4件

2,691

ー

企業⽴地      基  企業
誘致活動、窓⼝に来られた企業
への⽀援施策の説明を実施した
結果、多くの⽅に⽣駒市の⽀援
制度    周知      

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 企業誘致による地域経済の活性化

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

 平成29年度 実施  隣接⾃治体 大阪市東部   従業員5⼈以上 3,000社 対象   企業
⽴地     （357社  回答） 基  企業誘致活動 窓⼝ 来   企業  ⽀援施策 説明 
展⽰会 ⽣駒市 制度     PR活動 窓⼝案内 実施  結果 14件 問合     4事業者
 対  企業⽴地 認定 ⾏   
 企業誘致関連道路整備事業（北⽥原中学校線） 進  （進捗率46.8％） 

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 商工観光課・土木課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

歳⼊増につながる施策の創出、強化
新たな財源確保の取組
地域経済の活性化

【取組状況】
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指標1

企業⽴地件数

2件

1件

629

ー

新型コロナウイルス感染症の影響
で展⽰会への参加が想定していた
より減少し、PRの機会を損失した
ため。それに加え、感染症の影響
で売上減少した事業者が多く、企
業誘致等の前向きな投資をでき
る事業者が少なかったため。

課題に向けた取組

 本市  移転 希望    企業  次 ① ④ 点 魅⼒ 捉  移転 検討       多  ①
大阪 中⼼ 京都 奈良  交通     良 ②企業 BCP（事業継続計画）上 適  地   ③
変電所   安定  電⼒供給 期待   ④将来性   （新道路開通 第２工区開発  ）
一⽅、現段階では移転希望の相談を受けても、移転可能⽤地が少なく移転希望企業のニーズに応えるこ
とが出来ない状況である。
今後 本市 企業誘致 促進     必要 施策     本市企業⽴地補助⾦制度       
誘致可能 ⽤地不⾜ 解消    
誘致可能 ⽤地 拡       国 県 協⼒  積極的 ⽤地拡大 係 規制緩和 進  必要 
あると考える。
 新型       感染症 影響 受    企業 対   経営状態改善 向  適切 ⽀援策 案
内（相談        ⽀援⾦等） ⾏ 必要    考   

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

 学研⽣駒       ⾼⼭           誘致可能 整備   土地 限     ⽣駒市 ⽴地
 希望  企業 窓⼝ 来    際 適切 案内 実施         
 新型       感染症   経済的 影響 受  先⾏  不透明 状況 続     事業拡大
や設備投資などの前向きな投資を検討する企業が少なかった為。

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

 窓⼝ 来   企業  ⽀援施策 説明 展⽰会 ⽣駒市 制度     PR活動 窓⼝案内 実
施  結果 1事業者 対  企業⽴地 認定 ⾏   
 企業誘致関連道路整備事業（北⽥原中学校線） 進  （進捗率46.8％） 

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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取組№ 4

Ⅱ
1

(3)

指標1
市外からの空き家への転⼊世帯
数
（流通促進奨励⾦及     
ホーム成約件数）

6世帯

12世帯

1,752

ー

中古住宅       事例発信
や、プラットホームの取り組みは、
広報誌など市内に限定したものだ
けではなく、HP、新聞、TV等を通
じて市外にも広く発信することを意
識 実践     
  結果    空 家流通促進
プラットホーム取り扱いを通じた転
⼊者 流通促進奨励⾦交付対
象者とも市外からの転⼊者が増
加   ⾒込    

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 空 家 流通促進 住宅        

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

    空 家流通促進                         利⽤  情報共有 試⾏   取
組を実施した。その結果、空き家情報を30件提供し、16件が売買または賃貸借契約に至った。
 中古住宅 質 向上   工事 ⾏  所有者 対   既存住宅流通等促進奨励⾦ 7件交付 空
き家の発⽣を未然に防⽌した。
         good cycle ikoma  中古物件        事例 3件掲載  約5,000回    
ビューがあった。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 都市計画課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

歳⼊増につながる施策の創出、強化
新たな財源確保の取組
空き家対策の推進

【取組状況】
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指標1
市外からの空き家への転⼊世帯
数
（流通促進奨励⾦及     
ホーム成約件数）

6世帯

8世帯

1,168

ー

新型コロナウイルス感染拡大によ
り、空き家所有者からの相談や、
プラットホームでの販売活動が停
滞したため。

課題に向けた取組

①プラットホーム取扱い物件の情報を公開する。
②     交付状況      結果 他市 動向 踏   制度 変更等 検討     

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

①        ⽀援    空 家情報 閲覧    状況      空 家利活⽤希望者   問
い合わせに対応できない。
②既存住宅流通等促進奨励⾦ 利⽤者          受給者 半数    中古住宅購⼊ 動機
になっていない。

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

    空 家流通促進        利⽤申込 郵便局窓⼝ 受付開始     取組 実施   
結果、空き家情報を22件提供し、9件が売買または賃貸借契約に至った。
 中古住宅 質 向上   工事 ⾏  所有者 対   既存住宅流通等促進奨励⾦ 7件交付 空
き家の発⽣を未然に防⽌した。
         good cycle ikoma  中古物件        事例 2件掲載  約8,000回    
ビューがあった。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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取組№ 5

Ⅱ
1

(4)

指標1

認定新規就農者延 ⼈数（累
計）

8⼈

7⼈

ー

ー

1⼈増となった新規就農者は、農
業収⼊   ⽣計 ⽴  認定
新規就農者ではなかったため。

歳出削減額
（千円） ー ー

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 プロ農家の確保育成と既存農業者の収⼊増につながる取組の推進

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

担 ⼿農業者  農地集約 集積 推進     令和2年度  活⽤開始  農地   制度 ⼿続
書類整備及び区域の設定等を実施した。
また、農業者の販売機会を増やすため、⽉1回の移動販売を5⾃治会で実施。買い物弱者への⽀援にもつ
         ⼩商 農業者 販売機会 増     北地区農業者   朝市    ⽣産者 会
発⾜を⽀援した。
獣害対策    有害⿃獣防除柵⽤資材 原材料 3地域 ⽀給 地域 主体    広範囲 設置
したことで、当該地域の農業継続の⽀援となった。
平成27年度及 平成30年度 認定   認定新規就農者2⼈ 農業次世代⼈材投資資⾦ 交付 
  1⼈ 市単独 農地活⽤推進事業補助⾦ 交付  農業継続 ⽀援 ⾏   
就農相談 実施 PR     出展等 ⾏  新規就農者 1⼈増加   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 移動販売⾃治会増加数 移動販売参加農業者

目標値 ― ―

歳⼊増加額
（千円） ー ー

R1実績値 5⾃治会で実施 24⼈参加

担当課 農林課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

歳⼊増につながる施策の創出、強化
新たな財源確保の取組
農業の振興

【取組状況】
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指標1

認定新規就農者延 ⼈数（累
計）

9⼈

9⼈

80千円

ー

課題に向けた取組

新型        影響    働 ⽅ ⽣活様式 ⾒直   農業  関⼼ ⾼      
そのような状況において、新規就農希望者に対し斡旋できる農地を確保するため、土地所有者から農地バ
    農地 貸出登録 進       県 協⼒  一元的 就農相談体制 整備    等    
新規就農を⽀援する。
     農家及 既存農業者 収⼊増加 図    移動販売 ⻘空市場 給⾷  出荷等 販売⽀
援に取り組む。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

新規就農者は順調に増加しているものの、いまだプロ農家は⾜りず、移動販売等を既存農業者に頼ってい
 状況    事業 継続的 実施     不透明    引 続 認定農業者等   農家 確保
育成を図り、地産地消を推進する必要がある。

歳⼊増加額
（千円） ー ー

歳出削減額
（千円） ー ー

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

⽉1回程度 ⾃治会  移動販売     7⾃治会 実施  移動販売 実施  農業者団体 1団
体増加した。
担い⼿農業者に農地バンクに係る借受希望登録を推進し、認定新規就農者1名が農地バンクを通して、
農地を借り受けた。
認定新規就農者等 2名増加  認定新規就農者1名 対  農業次世代⼈材投資資⾦ 交付   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 移動販売⾃治会増加数 移動販売参加農業者

目標値 2⾃治会増 10⼈増

R2実績値 2⾃治会増 10⼈増
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取組№ 6

Ⅱ
1

(5)

指標1
市内 届出     ⺠泊 市
内で営業を把握している旅館やゲ
     等 宿泊施設数（累
計）

16軒

17軒

ー

ー

住宅宿泊事業届出者 増加  
おり、インバウンド等観光需要の⾼
まりを受けた新規参⼊が考えられ
る。

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 国内外からの観光客の呼び込み

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

⽣駒市観光協会と協働で、インバウンド関連セミナーやワークショップの開催、WEBによるPR⽀援等を実施
し、宿泊施設や飲⾷店等延べ48社が参加。また、外国⼈観光客向け体験コンテンツ11コースを造成、外
国⼈     誘致           販売促進   ⽤写真 撮影 交流会等 ⾏     結果 
観光関連事業者の気運の⾼まりが確認できた。未参⼊の事業者にとっては、広く国内外観光客を受け⼊
  体制 必要性 認識  準備 進  良              事業者間 連携      起因
する新商品の開発にも繋がった。
また、⼈権施策課と国際ボランティア、事業者や観光ボランティアガイドのマッチングを実施。その結果、外国
語対応 不安   事業者       語学⼒ ⽣            関係性 構築    

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 商工観光課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

歳⼊増につながる施策の創出、強化
新たな財源確保の取組
観光の振興

【取組状況】

- 11 -

指標1
市内 届出     ⺠泊 市
内で営業を把握している旅館やゲ
     等 宿泊施設数（累
計）

18軒

※県   更新作業中   後
⽇報告

ー

ー

課題に向けた取組

宿泊施設等の観光関連事業者⽀援のため感染症対策や運営サポート、消費喚起事業を実施する。また
域内消費の受皿を増やすため、コロナ禍に適応した新しい旅のスタイルとしてのワーケーション推進やマイクロ
      推進    収束後 ⾒据  外国⼈観光客受 ⼊ 等 進  中            
に適応した着地型観光体験プログラムの造成やその販売促進等を実施する。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

宿泊施設等 観光関連事業者  新型       感染症 多大 影響 受         適切 
⽀援が必要である。
   地域経済 循環   仕組  不⾜         事業環境 変化 適応  観光客 誘客 
その受け⼊れ環境整備により地域資源を活⽤しながら域内消費の受皿を増やすことが必要である。

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

感染症 影響収束後 需要回復期 ⾒据                         対応  体験
型      開発  R1年度開発分 磨 上  ⾏ 計14    完成           実施   
フレットの作成やWebサイトでの販売も一部開始した。
　さらに、コロナ禍において深刻な影響を受けている観光関連事業者の⽀援と地元消費喚起のために実施
  宿泊補助        付     事業      近隣客 市⺠ ⽣駒市 魅⼒ 再発⾒   
よう、マップやスタンプラリーを付して市内周遊を促した。
          需要回復期 向   看板     等 多 国語化 wi- 整備等 外国⼈客 受
⼊環境 整備  事業者 向  補助（10件） ⾏   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値

- 12 -



取組№ 7

Ⅱ
1

(6)

指標1

寄附⾦実績

8,500万円

7,684万円

-7,155

－

     納税 66,844,000円
/3,446件 （前年度⽐
16,994,000円減）
 一般寄附 10,000,000円/1
件（相続寄附）（前年度⽐
9,839,159円増）

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 ふるさと⽣駒応援寄附等を活⽤した寄附の促進

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

新規 寄附者            何度 寄附            納税 返礼品 53品目（  5
品を体験型返礼品）追加し、166品目に充実させた。
   寄附 使 道 ⽣駒市 魅⼒ 感  2    追加  寄附  呼    ⾏   
遺贈寄附に関しては、ふるさとレガシーギフトを全国初導⼊し、全国初の申込み（1件1,000,000円）を
受けた。これらがメディアに取り上げられたことにより寄附文化の醸成に寄与した。（申込額のため歳⼊にはカ
ウントせず）

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 ⾏政経営課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

歳⼊増につながる施策の創出、強化
新たな財源確保の取組
寄附の促進

【取組状況】

- 13 -

指標1

寄附⾦実績

8,500万円

1億2,350万円

46,656

－

     納税 123,100,000
円/7,035件 （前年度⽐
56,256,000円増）
 一般寄附 400,000円/2件
（相続寄附）（前年度⽐
9,600,000円減）

課題に向けた取組

 庁内連携 進 新  地場産品 開拓等    返礼品 追加 積極的 ⾏  市外   寄附増
額、市内事業者の経済活性を図る。
 市⺠ 向   寄附 役⽴       広 知     広報紙                活⽤情報
 定期的 発信   地域 ⼩  集   場  出向 情報発信      寄附文化 醸成 ⾏  
 協定締結    南都銀⾏ 協⼒  遺贈寄附啓発 取 組  

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

・全国的に激化している寄附争奪戦の中、どう獲得するか。
 市⺠ 他⾃治体 寄附     伴  流出  市⺠税 少   市  愛着 深  市⺠  市 寄
附意識 向           

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

   禍 4⽉      ⽴ 向        寄附 使    新設 市内外 寄附 呼       
⼈気返礼品事業者 協⼒ 得    ⼈気    納税        追加利⽤            
寄附額前年⽐1.8倍超        対策事業 寄附 活⽤     将来  負担増加 抑     
つながった。
  他返礼品     庁内連携   積極的 返礼品協⼒事業者開拓 ⾏ 57品目（  11品 体
験型返礼品）追加し、223品目に充実させた。
遺贈寄附 関    南都銀⾏  協定締結    遺⾔代⽤信託 活⽤  寄附制度 新  受 皿
   追加  4件700万円（前年⽐約７倍） 申込 受   協定締結 同時 申込第1号 受  
ことがメディアに取り上げられ、寄附文化の醸成に寄与した。（申込額のため歳⼊にはカウントせず）

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値

- 14 -



取組№ 8

Ⅱ
1

(7)

指標1

歳⼊増につながる政策の創出、
強化

毎年度確認

6,613千円

-1,961

ー

 企業版    納税 0円（前
年度⽐1,000,000円減）
 広告事業 5,425,169円
（前年度⽐937,452円減）
         事業 
1,188,000円（前年度⽐
24,000円減）

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 歳⼊増につながる施策の創出、強化

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

一般のふるさと納税よりも税額控除割合の⾼い「企業版ふるさと納税」では、寄附意向のある企業複数社
の対応をするものの、対象事業と希望事業が合致しなかった。
広報紙、ホームページ、掲⽰板などに広告を掲載する広告事業は安定した歳⼊確保の取組として、広告
事業者に業務を委託している。ネーミングライツ事業ではスポーツ施設4施設のネーミングライツを募集した。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 各課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

歳⼊増につながる施策の創出、強化
新たな財源確保の取組
歳⼊増につながる施策の創出、強化

【取組状況】

- 15 -

指標1

歳⼊増につながる政策の創出、
強化

毎年度確認

8,577千円

1,964

ー

 企業版    納税 
1,000,000円（前年度⽐
1,000,000円増）
 広告事業 6,366,910円
（前年度⽐941,741円増）
         事業 
1,210,000円（前年度⽐
22,000円増）

課題に向けた取組

・歳⼊増につながる事業の強化のための庁内連携
・新たな施策検討のための情報収集
・所管課と調整し広告媒体を増やす

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

・企業等には、いきなり寄附を呼びかけても実績にはつながりにくい
・寄附者（個⼈・企業等）ニーズのトレンドを知り、ニーズに合った受け皿をつくる必要がある
 魅⼒的 寄附募集          必要   

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

 企業版    納税      対象事業 拡大  内容 啓発  企業       会  参加 ⾏ 
た。
広報紙、ホームページ、掲⽰板などに加え、家庭系指定ごみ袋への広告掲載を追加し広告事業は安定し
 歳⼊確保 取組                  事業      施設4施設          5年
間の契約で2法⼈と締結した。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値

- 16 -



取組№ 9

Ⅲ
1

(1)

指標1

公共施設の延床面積

ー

ー

ー

ー

公共施設マネジメント推進計画を
R1年度中 策定  予定   
たが、個別施設計画の策定を前
倒しし、両計画を同時に策定した
    R2年9⽉ 計画策定 
なった。

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 公共施設マネジメント推進計画に基づく公共施設の最適化

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

公共施設 ⻑寿命化 適正配置 推進 目的    ⽣駒市公共施設      推進計画  策定 
向  ⽣駒市公共施設      推進会議及 ⽣駒市⾏政改⾰推進委員会 審議  令和2年3⽉
 ⾏政改⾰推進委員会  答申 受   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 ⾏政経営課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

ファシリティマネジメントの推進
公共施設の有効活⽤
公共施設 最適化 ⻑寿命化

【取組状況】
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指標1

公共施設の延床面積

ー

ー

ー

ー

課題に向けた取組

計画 基  各施設 取組 進捗状況 把握計画  令和11年度   10年間 計画期間   計画
策定中 含 期間内 3.83％ 延床面積削減 ⾒込     計画     5年後 目途 ⾒直  
⾏   随時各施設 ⽅針 基  取組 進捗状況 把握  予算 削減 平準化 取 組      
施設 再配置等 検討 ⾏  令和3年度中  個別施設計画 修繕時期 ⾦額 記載  予定  
る。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

課題

総合評価等      維持（既存 他施設 移転）   既存 他施設 利⽤     検討     
れている施設で、特に早急に検討を要する施設について、⽅向性を定めていく必要があるが、⼿法・進め⽅
     検討 必要       修繕 改修 更新   施設     具体的 ⾦額        
明確       施設 多数  （   面 廃⽌28施設 更新3施設 改修2施設 修繕45施設 
保留3施設 維持77施設） 

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

令和元年度 ⾏政改⾰推進委員会  受  答申 基  公共施設 適正配置 向  ⽅針及 10
年間 具体的 取 組  定  計画    令和2年9⽉  ⽣駒市公共施設      推進計画 
及び「⽣駒市個別施設計画」を策定した。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値

- 18 -



取組№ 10

Ⅲ
1

(1)

指標1

委託料

ー

ー

ー

ー
歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 公園街路樹維持管理業務 ⾒直 

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

公園 ⾼木剪定      ⼈件費 上昇      剪定本数 ⾒直  委託料 縮減 図   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 みどり公園課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

ファシリティマネジメントの推進
公共施設の有効活⽤
公共施設 最適化 ⻑寿命化

【取組状況】
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指標1

委託料

ー

ー

ー

ー

課題に向けた取組

公園⾼木の剪定及び緑地の草刈り範囲の縮減、みんなの公園ワークショップ事業を通じた公園の在り⽅の
再検討    公園街路樹維持管理費 平準化 図  経費 縮減    街路樹 更新 撤去 ⽅針
をまとめる。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

公園 街路樹 維持管理費⽤ 縮減   中 最⼩ 費⽤ 効果 得   樹木剪定等 ⾒直  事
業 取 組 必要    例   公園 ⾼木 緑地内 草地          ⼿⼊      公園
利⽤者等 影響 出       公園等 在 ⽅     維持管理      ⾃治会等 ⾏政 共
に考えることが求められる。

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

公園 ⾼木剪定      ⼈件費 上昇      剪定本数 ⾒直  委託料 縮減 図   
公園施設 維持管理      住⺠ 協働 修繕 ⾏   新  維持管理 取 組        

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値

- 20 -



取組№ 11

Ⅳ
1

(1)

指標1
市⺠満⾜度調査     市 
情報収集元」をホームページと回
答  ⽐率

ー

ー

ー

ー
歳出削減額
（千円） ー

目標値と実績
値の差分につい

  理由

選挙や災害など、緊急性が⾼い情
報 発信  機会 多  市⺠ 
関⼼も非常に⾼かったため。

取組内容 市政情報の提供・発信

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

R2年度 HP       向         分析         各種調査 実施     結果 
    関連  情報        設置      回遊率 向上   取組 有効      分  
たため、HPリニューアル⽅針に反映した。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 ホームページの閲覧総頁数 0

目標値 6,229,000頁 0

歳⼊増加額
（千円） ー

R1実績値 6,661,546頁

担当課 広報広聴課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

市⺠ 事業者等  協働         推進
市政情報の提供・情報共有の充実
市政情報の分かりやすい情報提供・効果的な情報共有

【取組状況】
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指標1
市⺠満⾜度調査     市 
情報収集元」をホームページと回
答  ⽐率

73.1%

55.7%

ー

ー

調査結果では、ホームページが減
少し、Twitter、Facebook、⾃
治会掲⽰板、回覧板が増加と
なった。指標2の伸びからもホーム
ページを情報源にしている⼈は多
いため、紙媒体や掲⽰板から情報
を⼊⼿する傾向にある、⾼齢者の
回答数が多かったことによる結果と
考えられる。

課題に向けた取組

    関連       以外     閲覧数 回遊率 確認   
     数 多         切          情報 庁内 共有  各課 制作       
 改善      意識形成 ⾏  
・市ホームページの枠組みだけでなく、各コンテンツの作り⽅もアクセシビリティAAに準ずるように、各課のペー
ジ制作、保守を⽀援する。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

新型コロナウイルス感染症（以
下、コロナ）関連情報など、全市
⺠ 関連  緊急情報 発信  
市⺠ 関⼼ 非常 ⾼    
め。

 R3年度 取組 

課題

       後      不具合 正  適宜       ⾏  
 現在     影響 平常時 異  閲覧状況        平常時            数 格段
 下        回遊率 向上             後 課題 洗 出  
 幼稚園 保育所    園     分     管理 難          分類  ⾒直  

歳⼊増加額
（千円） ー

歳出削減額
（千円） ー

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

令和3年3⽉ ①        ⾒直 ②        AA準拠 枠組  整備（    数 ⾊    
   ⽐  ）③     報道資料     検索     設定④各    同階層       親⼦
ページのリンク先を表⽰する、の4点を主なポイントに、市ホームページをリニューアルした。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 ホームページの閲覧総頁数 0

目標値 6,291,000頁 0

R2実績値 11,759,052頁
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取組№ 12

Ⅳ
1

(2)

指標1

市政情報などを発信・共有する
ツール数

6ツール

6ツール

ー

ー
歳出削減額
（千円） ー

目標値と実績
値の差分につい

  理由

各部が所管するアカウントで有益な
情報をツイートしており、いこまタケ
（広報広聴課）や防災いこま
（防災安全課）、消防本部など
のアカウントでフォロワー数を増やし
ているため。

取組内容 多様なツールで情報発信

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

多⾔語      情報発信    MC Catalog＋  R元年7⽉ 導⼊   
防災       毎⽉ 広報紙      上 公開  R元年7⽉ R2年3⽉ 累計閲覧数 2,989
回となった。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 Twitterフォロワー数 0

目標値 12,578⼈ 0

歳⼊増加額
（千円） ー

R1実績値 14,579⼈

担当課 広報広聴課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

市⺠ 事業者等  協働         推進
市政情報の提供・情報共有の充実
情報共有の充実に向けたツールの活⽤

【取組状況】
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指標1

市政情報などを発信・共有する
ツール数

6ツール

7ツール

ー

ー

令和2年度 Instagram 導⼊
したことにより目標値を上回った。

課題に向けた取組

 1  情報 複数     発信     ⼼            多  市⺠ 情報 届        
もに事務作業を軽減する。
 市⺠       情報発信 収集    使      常 意識  現在 情報発信    改善 
新たなツールの導⼊等を検討する。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

令和2年度  ⼩ 中学校    
     ⽴ 上       新型
コロナウイルス感染症・災害などに
ついて有益な情報ツイートし、防災
いこま（防災安全課）、⽣駒市
健康情報のアカウントでフォロワー
数が増加したことにより目標値を上
回った。

 R3年度 取組 

課題

・情報発信ツールの増加とともに、事務作業や経費が増加することになる。また、⽇々新たなツールが開発さ
れており、費⽤、効果、安全性などを検証し、新たなシステムの導⼊や場合によっては廃⽌の検討をする必
要がある。

歳⼊増加額
（千円） ー

歳出削減額
（千円） ー

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

 R2年度 新  採⽤  Instagram 含  7     （広報紙        twitter 
facebook、Instagram、チラシ・ポスター、カタログポケット）でそれぞれの特徴を⽣かしたタイミングや内容
を精査し、情報発信情報を⼊⼿しやすい環境を整備した。
・市ホームページの課題を洗い出し、使いやすさやアクセシビリティの向上、さらなるスマートフォンでの閲覧に
対応  市             （       再設定 検索条件 指定       検索 新設
等   利便性向上） ⾏   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 Twitterフォロワー数 0

目標値 13,207⼈ 0

R2実績値 21,912⼈
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取組№ 13

Ⅳ
2

(1)

指標1

市⺠⾃治協議会設⽴数

2団体

2団体

ー

ー
歳出削減額
（千円） ー

目標値と実績
値の差分につい

  理由

集会や総会、研修会等で啓発や
説明 ⾏    開催  至 団
体が少なかったこと、また開催予定
 団体      R2年2⽉ 開
催予定であったが、新型コロナウイ
ルス感染症の影響等により⽇程調
整が難航し開催できなかったため。

取組内容 市⺠⾃治協議会 設⽴ 向  ⽀援     市⺠⾃治協議会 準備会 活動⽀援

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

市⺠⾃治協議会補助⾦助成 実施  市⺠⾃治協議会 設⽴ 向  ⽀援 ⾏  結果       
 南      （南⼩ ⼆⼩校区） 新  市⺠⾃治協議会 設⽴    

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 ワークショップの開催箇所数 0

目標値 4箇所 0

歳⼊増加額
（千円） ー

R1実績値 2箇所

担当課 市⺠活動推進課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

市⺠ 事業者等  協働         推進
協働の取組の推進
市⺠⾃治協議会 設⽴拡大 活動⽀援

【取組状況】
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指標1

市⺠⾃治協議会設⽴数

2団体

2団体

ー

ー

課題に向けた取組

・課題がどこにあるかを定期的にヒアリングし、解決に向けて市職員が伴走⽀援する。
・少⼈数での開催や短時間開催などを検討する。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

コロナ禍による緊急事態宣⾔等に
よりWSが開催できなかったため。今
後は少⼈数での開催や分散型で
開催を検討する。

 R3年度 取組 

課題

 複数団体   市⺠⾃治協議会 向  機運 醸成 
・コロナ禍における多⼈数が一同に会することへの対策。

歳⼊増加額
（千円） ー

歳出削減額
（千円） ー

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

市⺠⾃治協議会2団体及 市⺠⾃治協議会準備会1団体 対  補助⾦助成   協働事業 実施
した。
   市⺠⾃治協議会1団体 WS 対  講師謝礼   助成 ⾏      活動 活性化 寄与 
た。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 ワークショップの開催箇所数 0

目標値 3箇所 0

R2実績値 ２箇所
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取組№ 14

Ⅳ
2

(2)

指標1

コーディネート件数

155件（単年度延件数）

178件（単年度延件数）

ー

ー

おたすけ帳の有効活⽤が効果的
だった。また、マイサポいこまなど、こ
    ⾏    市⺠活動 参
画促進が進んできていると考えて
いる。

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 コーディネート機能の充実による活躍の場の提供

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

⾃治会 地域    等 対        関連団体 提供         一元化  資料     
帳  作成  配布  等 活動 可視化 ⾏       帳 ⾒       希望  地縁組織 ⾒
       団体間 事業企画   上  参考資料    機能     市⺠活動 幅 広   出
た。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 市⺠活動推進課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

市⺠ 事業者等  協働         推進
協働の取組の推進
市⺠ 事業者 ＮＰＯ等  協働        

【取組状況】
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指標1

コーディネート件数

160件（単年度延件数）

41件（単年度延件数）

ー

ー

市⺠公益活動    多  対面
式 ⾏     新型      
ス感染拡大防⽌の観点から活動
そのものを⾃粛せざるをえなかった
ため。

課題に向けた取組

新型       感染拡大 依然   収束 ⾒通  ⽴   引 続 市⺠活動 ⾃粛 予想    
    市⺠公益活動団体 市⺠公益活動実践者 対   団体 運営基盤 強化 情報発信⼒向
上 目的   各種講座 開催       禍     新  ⽣活様式  活動 提案 ⾏  

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

令和3年度 引 続 新型       感染拡大防⽌     市⺠公益活動 ⾃粛    得   
   市⺠公益活動  ⼈ ⼈  関   度合  大  影響        今  培     関係 
希薄になることも想定される。
    ⾏政 ⺠間企業    関      互助 共助 担    市⺠公益活動 停滞  暮   
変化 新  助 合  形 必要        市⺠公益活動 縮⼩防⽌ 課題    

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

新型コロナウィルス感染拡大の影響でNPO等の活動を中⽌せざるを得ない中、オンラインミーティングツール
や、情報発信⽤のウェブサイト作成講座を開催する等して非対面型のコーディネートを実施した。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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取組№ 15

Ⅳ
2

(2)

指標1

市内総合型地域スポーツクラブ設
⽴数

3クラブ

3クラブ

ー

ー
歳出削減額
（千円） ー

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 総合型地域スポーツクラブの推進・⽀援

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

市⺠     活動 推進     総合型地域        活動内容等 周知啓発（各種    
 学校等 通      配布） ⾏         会員数 増加   
      間 連携 相互協⼒ 図    目的   総合型地域       連携会議 開催   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 市内総合型地域スポーツクラブ会
員数 0

目標値 800⼈ 0

歳⼊増加額
（千円） ー

R1実績値 807⼈

担当課 スポーツ振興課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

市⺠ 事業者等  協働         推進
協働の取組の推進
市⺠ 事業者 ＮＰＯ等  協働        

【取組状況】
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指標1

市内総合型地域スポーツクラブ設
⽴数

3   （設⽴準備   1）

3クラブ

－

－

課題に向けた取組

コロナ禍の影響がある中で、クラブの安定運営と事業の拡充を図るため、これまで以上に、各クラブの活動内
容等 周知啓発 ⾏         間 更  連携強化 図 必要    
   新  ⽣活様式 意識        等 活⽤  事業展開 検討 必要 考     
新規    設⽴      既設    現状分析  現在 市⺠         把握   ⾏  上
で、慎重に進めることが望まれる。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

令和元年度 目標値     
上回      令和2年度 新
型コロナウイルス感染症感染拡大
防⽌のため予定していた活動がで
きず、退会を希望される⽅が多かっ
    理由  目標 達成   
かった。

 R3年度 取組 

課題

新型コロナウィルス感染症の影響により実施内容やスケジュール等に大きな⽀障が⽣じているため、今後は
感染予防対策を講じた事業の実施や、事業そのものの実施⽅法やあり⽅についての検討が必要である。
   会員 増加      ⽀援策  新規    設⽴     ⼈材 発掘 育成 必要    

歳⼊増加額
（千円） －

歳出削減額
（千円） －

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

 市⺠     活動 推進     総合型地域        活動内容等 周知啓発（各種   
  学校等 通      配布） 新型       感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦ 活⽤  各
    施設使⽤料 半額補助 ⾏         事業 活⽤  備品 購⼊  事業 向上 図 
た。
    間 連携 相互協⼒ 図    目的   総合型地域       連携会議 開催     
に、各クラブが連携してジュニアテニス大会を開催した。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 市内総合型地域スポーツクラブ会
員数 0

目標値 825⼈ 0

R2実績値 766⼈
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取組№ 16

Ⅳ
2

(2)

指標1

対話窓⼝ 通  ⺠間事業者等
からの相談・提案件数

2件

0件

－

－

新型コロナウイルス感染症の影響
    予定     公⺠連携
ワークショップ」が延期となるなど、
提案促進に取り組むことが困難な
状況にあった。

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 ⺠間事業者等  協創 活性化 向  対話窓⼝ 設置

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

 職員 対  研修 公⺠連携   課題解決         実施（全2回）   多様        
 推進   切 目   ⼦育 ⽀援   ５  課題 抽出   
 協創 活性化     仕組  設     公⺠連携 提案窓⼝ ⽣駒市協創対話窓⼝  設置 
るとともに、運⽤ルール等について定めたガイドラインを策定した。（R2.3⽉）

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 ICTイノベーション推進課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

市⺠ 事業者等  協働         推進
協働の取組の推進
市⺠ 事業者 ＮＰＯ等  協働        

【取組状況】
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指標1

対話窓⼝ 通  ⺠間事業者等
からの相談・提案件数

4件

８件

－

－

課題に向けた取組

 公⺠連携研修 企業等            継続的 実施  庁内  協創     醸成     
 市   課題出  図     他市 先進的 事例紹介  本市  活⽤   外部 公⺠連携推
進事業などの活⽤を推進していく。
・企業等とのワークショップについては、コロナ禍でもできる形を検討する。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

   効果的 協創推進      ⾏政側  積極的  課題  提⽰  ⾏ 必要          
    連携 向   ⺠間事業者等 ⾏政  価値観 ⾏動原理 違      相互理解 進  
必要がある。
・コロナ禍の影響で県外、特に首都圏域の外出制限などにより企業とのワークショップには制限がかかる可能
性がある。

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

 令和元年度 制定   ⽣駒市協創対話窓⼝運⽤            公⺠連携窓⼝    ⽣駒市
協創対話窓⼝」の本格的な運⽤を開始した。
 当該窓⼝    ⺠間事業者等   提案８件 受付  市  課題    ２件提⽰   提案８
件のうち４件について互いの強みを活かした事業を実施した。
 管理職向 公⺠連携推進研修 実施 ４０名 参加   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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取組№ 17

Ⅳ
2

(3)

指標1

参画・協働の事業数

280事業

293事業

－

－

研修等により、各部署による参画
と協働の観点を踏まえた事業づく
  醸成及  市⺠       
参画できる機会が増加したため。

歳出削減額
（千円） －

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 市⺠       参画   機会提供 拡充 公益活動団体 地域  連携

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

 各部署 参画 協働 観点 踏   事業    ⾏      職員研修 ⾏   （3回）
       継続実施   市⺠       参画   機会 提供   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 職員研修の開催回数 0

目標値 3回 0

歳⼊増加額
（千円） －

R1実績値 3回

担当課 市⺠活動推進課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

市⺠ 事業者等  協働         推進
協働の取組の推進
市⺠        参画

【取組状況】
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指標1

参画・協働の事業数

290事業

245事業

－

－

コロナ禍による緊急事態宣⾔等に
より各部署の事業が開催できな
かったため。今後は少⼈数での開
催や分散型で開催を検討する。

課題に向けた取組

目標値と実績
値の差分につい

  理由

コロナ禍による緊急事態宣⾔等に
より研修が開催できなかったため。
今後は講師と職員間の研修はオン
    開催    住⺠ 参加 
るものは、少⼈数での開催やオンラ
イン型で開催を検討する。

 R3年度 取組 

課題

 社会全体 余裕        中 ⾃治会活動 疲弊     事業 選択 集中 ⾏        
 活動 通   社会 閉塞感 緩和  受容   環境 醸成     
    対策 関   市全体 ⽅向性 留意     事業推進      

 ⼈⼝減少 中 参画 協働事業 推進    社会 余裕感 無 及 新  社会局面 対  意識
変⾰。
    禍        開催 是非及 感染対策 並    他  利益考慮（開催      時 
代替案等）について。

歳⼊増加額
（千円） －

歳出削減額
（千円） －

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

 各部署 参画 協働 観点 踏   事業    ⾏      職員研修 ⾏   （2回）
       継続実施   市⺠       参画   機会 提供   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 職員研修の開催回数 0

目標値 3回 0

R2実績値 １回
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取組№ 18

Ⅳ
2

(3)

指標1

図書館事業協働ボランティア団体
数

9団体

10団体

－

－

市⺠ ⾃主的 活動   １団
体が結成されたため。

歳出削減額
（千円） －

目標値と実績
値の差分につい

  理由

音訳　3⼈
お話語り⼿　0⼈
託児ボランティア　７⼈
修理       2⼈
お話語り⼿養成講座については、
10⼈受講され⽣駒市図書館以
外の場で活動を継続されている。そ
の他、以前から個⼈で活動されて
  修理      2⼈ 団体  
て活動を開始した。

取組内容 本 通            市⺠  協働事業 実施

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

各種      養成講座 実施  図書館運営 協働  実施       市⺠       育成 
た。ただし、新型コロナウイルスの影響を受け、新規に育成したボランティアの活動実施には至っていない。

音訳ボランティア養成講座　11回、おはなし語り⼿養成講座　8回、託児ボランティア養成講座　6回

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 図書館事業協働ボランティア新規
加⼊⼈数 0

目標値 10⼈ 0

歳⼊増加額
（千円） －

R1実績値 12⼈

担当課 図書館

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

市⺠ 事業者等  協働         推進
協働の取組の推進
市⺠        参画

【取組状況】
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指標1

図書館事業協働ボランティア団体
数

10団体

11団体

－

－

新たに図書館内のショーケースなど
 展⽰作成 ⾏ 工作     
 団体 ⽴ 上      

課題に向けた取組

 令和元年度 託児       養成          実施                本館 託児
 開始       南 北分館         養成 ⾏  
 知的障  者等  読書啓発 ⾏        養成講座 開催   
・各団体の新規メンバーの獲得に努め、活動の活性化を図る。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

音訳　　 2⼈
本活部　3⼈
工作ボランティア団体　2⼈
学校図書館修理      
　　　　　　　　　　　 　　　　　９⼈

 R3年度 取組 

課題

 本 介在   市⺠活動 創出  活動場所 提供 
 新型       感染拡大 中   様々 工夫   安全対策 ⾏  上 市⺠協働事業 継続 
て実施し、図書館がまちづくりの拠点となるよう成果を出していきたい。

歳⼊増加額
（千円） －

歳出削減額
（千円） －

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

各種      養成講座 実施  図書館運営 協働  実施       市⺠       育成  
読書推進活動 図書館 協働  活動           新  １団体 ⽴ 上    

音訳ボランティア養成講座　10回、おはなし語り⼿養成講座　8回、託児ボランティア養成講座　１回、学
校図書館本 修理      養成事業 （   寿大学実務者講習会２回＋図書館  実習11⽉ 
ら週３回）工作ボランティア団体１団体結成。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 図書館事業協働ボランティア新規
加⼊⼈数 0

目標値 10⼈ 0

R2実績値 14⼈
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取組№ 19

Ⅳ
2

(3)

指標1

ミライ会議の開催個所数及び参
加者数

2箇所 240名（累計）

2箇所 265名（累計）

ー

ー
歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 地域特性に応じたまちづくり（ミライ会議）

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

萩 台地域  地域住⺠主体 WS 萩 台   会議  開催 40 70代 多世代 集  資源 課
題 話 合  地域 材料 使         椎茸      暮   豊         企画 実現 
  対面  話 合  地域資源 活   取組 実現 通   旧集落 新興住宅地間 住⺠ 交流
 促進  互          価値観  受容 理解 進   （4回開催 延 125名参加）
「萩の台ミライ会議」の参加者へのアンケートでは、85％以上が「参加して新しい気づきや気持ちの変化が
     回答  旧集落居住者 意識 ⾏動 変化 表    

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 都市計画課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

市⺠ 事業者等  協働         推進
協働の取組の推進
市⺠        参画

【取組状況】
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指標1

ミライ会議の開催個所数及び参
加者数

3箇所 360名（累計）

2箇所 265名（累計）

ー

ー

R2年度    禍 影響 受  
会議の開催がかなわなかったととも
  R3年度以降  複合型   
ニティ」に組み⼊れる予定であるた
め。

課題に向けた取組

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

萩 台地域  地域住⺠主体 WS 萩 台   会議  開催  予定     新型       感
染拡大 受 地域住⺠ 協議 上 延期   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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取組№ 20

Ⅳ
2

(3)

指標1

推奨意欲を持つ⼈の割合

ー

ー

－

ー
歳出削減額
（千円） － －

目標値と実績
値の差分につい

  理由

市が目指す将来都市像の実現に
向けた事業や地域情報を中⼼に、
市⺠協働 定期的 記事 更新
したことや、SNSや広告なども効果
的 利⽤     目標値 大  
上回る結果となった。

取組内容 都市ブランド形成

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

・ポータルサイト「good cycle ikoma」や市公式SNSの運⽤、動画制作、各種広告を使⽤した情報発信
 ⾏          閲覧数 予想 大  上回  令和元年秋 開設  市公式           
   ⽉平均80  増加     ⽣駒 暮   関  情報接触量 市⺠協働 増         
・職員向け広報・コラボ相談室（3回14事業）や市役所6課が連携した「スタイリングウィーク」など、庁内
各課 連携⽀援 ⾏  広報⼿法 事業改善       
・いこまち宣伝部の運営といこまち宣伝部が企画するツアー「いこまとりっぷ」を実施した。
・IKOMA SUN FESTAを実施した。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名
IKOMA SUN FESTAに来場し⽣
駒 対  印象 良    ⼈ 割
合

good cycle ikoma　の閲覧総
頁数

目標値 75.0% 60,000頁

歳⼊増加額
（千円） － －

R1実績値 75.0% 86,324頁

担当課 広報広聴課・商工観光課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

市⺠ 事業者等  協働         推進
協働の取組の推進
市⺠        参画

【取組状況】
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指標1

推奨意欲を持つ⼈の割合

63.0%

60.0%

ー

ー

新型コロナウイルス感染症の影響
で、IKOMA SUN FESTAなど多
数の事業が中⽌されるとともに、市
の情報発信はコロナに関するもの
 中⼼       結果 市⺠
が⽣駒市のポジティブな情報に接
触する機会や参画機会が減り、
推奨意欲を持つ⼈の割合が下が
る一因になったと考えられる。

課題に向けた取組

 市⺠活動推進課 協働  複合型      事業 ⾏ 地域 魅⼒ 暮   関  情報     
ページを作成する。また、トピックスコーナーでは、注目情報・プロジェクトを継続して表⽰できるようにレイアウ
  変更       ⾒        工夫   
・まちづくりの転換の必要性や将来都市像を実現したまちの状態を職員同士が話し合う機会を増やし、コ
ミュニケーションを活性化させて部門間の連携を促すために、庁内向けの事業相談会・研修会を実施する。
・IKOMA　SUN　FESTAについて
 ①      変更
            →市⺠ 対         
  活気 温  →事業者 新  取 組  ⾒  化
　・シビックプライド→コロナ禍における事業者⽀援
 ②      変更
  市内７割 市外３割→市⺠１０割
 ③      変更                   検討中 

目標値と実績
値の差分につい

  理由

コロナ禍によりイベント中⽌ 市が目指す将来都市像の実現に
寄与する事業や、いこまち宣伝部
による地域情報を中⼼に定期的に
記事 更新      市公式
SNSの運⽤、動画制作、各種広
告 効果的 利⽤     目標
値を大きく上回る結果となった。サ
イトの⽉間ＰＶは平均9,000を超
  前年度  約3割増加   

 R3年度 取組 

課題

・ポータルサイト「good cycle　ikoma」のコンテンツの充実と回遊性の向上
・将来都市像の実現に向けて、市内で新しい活動や暮らし⽅を実践する⼈の増加や、新しいライフスタイル
を実感できる場づくりなどが必要となるが、全庁的な取組が十分といえない。
 IKOMA SUN FESTA      R3年度     新型         延防⽌   規模 縮⼩ 
 開催⾏ 予定           変更 検討  必要    

歳⼊増加額
（千円） ー ー

歳出削減額
（千円） ー ー

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

・ポータルサイト「good cycle　ikoma」で、市内の多様な暮らし⽅や住まい⽅を紹介し、将来都市像を体
現する⼈物や活動等を可視化した。
      宣伝部          講座  通  地域 魅⼒ 体験 推奨  機会 作      禍 
        宣伝部 主体的       情報 発信  地域 魅⼒ 発信       番組 企
画をサポートした。
・庁内向けの相談会・勉強会の実施や、6課が連携した「スタイリングウィーク」など、庁内各課の連携を広報
面から⽀援し、広報⼿法や事業内容の改善につなげた。
 IKOMA SUN FESTA          魅⼒創造課  事業 引           禍      
ト中⽌となった。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名
IKOMA SUN FESTAに来場し⽣
駒 対  印象 良    ⼈ 割
合

good cycle ikoma　の閲覧総
頁数

目標値 75.0% 70,000頁

R2実績値 ー 108,685頁
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取組№ 21

Ⅴ
1

(1)

指標1

実働職員数

令和2年4⽉1⽇時点 前年度
未満を目指す

773⼈
(平成31年4⽉1⽇時点788⼈)

ー

58,500

令和元年度末 退職者数 想
定より多く、正職員数が減少した
ことに伴い、実働職員数も減少し
た。

※歳出削減額については、減少し
た職員一⼈当たりの給与額を約
390万円と算定した場合の想定
額。

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 持続可能   適正 職員数 管理

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

保育士 増員等   重点施策 強化 選挙実施前 選挙管理委員会事務局  応援派遣  効果
的 ⼈員配置 ⾏  共  優秀 ⼈材 確保     採⽤活動 取 組  第4次定員適正化計画
 基  職員数 適正 管理 進      少数精鋭 組織体制 構築  ⾏政運営 効率化 図 
ことができた。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 ⼈事課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

時代に対応できる柔軟で連携のとれた機能的な組織づくりと⼈材育成の推進
適正 定員管理
⾏政需要 踏   職員数 適正管理

【取組状況】
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指標1

実働職員数

令和3年4⽉1⽇時点 前年度
未満を目指す

775⼈

ー

-7,800

前年度 ⽐  正職員数 減少
したが、休職の職員も減少したこと
 実働⼈数 昨年度  増加 
た。

課題に向けた取組

優秀 職員 確保     採⽤活動       普及等   業務効率化 推進 引 続 ⾏  共
  今後 市 ⽅向性 踏   次年度 予算 主要施策 連動   効率的 ⼈員配置 検討   
   昨年度 引 続 新型        影響   業務量増加 ⾒込          接種業務
の応援派遣など全庁的にバックアップする体制を整える。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

令和3年4⽉1⽇時点 実働職員数 微増      正職員数 減少傾向    ⾏政    多様
化 複雑化  新型        影響   業務量増加 ⾒込       少数精鋭 組織体制 
引き続き維持していく必要がある。

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

2期目 市⻑      実現 向  組織改編 ⾏  重点分野 強化  ⼈員配置 ⾏   
        制度 導⼊     業務効率化 居住地 縛    職員採⽤ 可能    少数精
鋭の組織体制を維持していく一助となった。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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取組№ 22

Ⅴ
1

(1)

指標1

会計年度任⽤職員数

令和2年5⽉1⽇時点会計年度
任⽤職員628⼈

624⼈

ー

ー

昨年度   同数 推移   

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 会計年度任⽤職員制度  移⾏ 伴 多様 働 ⽅ 推進

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

令和2年度   会計年度任⽤職員制度  移⾏ 向  国 法律改正     必要   例規改正
 予算措置 ⾏  共  全庁的 制度 説明会 ⾏   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 ⼈事課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

時代に対応できる柔軟で連携のとれた機能的な組織づくりと⼈材育成の推進
適正 定員管理
⾏政需要 踏   職員数 適正管理

【取組状況】
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指標1

会計年度任⽤職員数

令和3年5⽉1⽇時点 前年度
未満を目指す

692⼈

ー

ー

新型       関連 業務量
増加に伴う雇⽤や学校関係(ス
クールサポートスタッフ、部活動指
導員)の雇⽤が増えたため

課題に向けた取組

適正 任⽤ 勤務管理 ⼈事評価等 ⾏     各所属 引 続 指導 周知 図     予算編成
時 各所属 雇⽤予定 会計年度任⽤職員    必要性 確認  職員数 適正 管理   

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

新型        影響等    会計年度任⽤職員 職員数 増加     正職員数 減少傾向
      会計年度任⽤職員 重要性 一層⾼      考      雇⽤ 必要性 確認  職
員数 適正 管理  必要    

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

会計年度任⽤職員制度開始     事務 種類 性質 専門性等 応  幅広 分野 任⽤ 進 
      各部署     適正 任⽤ 勤務管理 ⼈事評価等 ⾏     指導 周知 図   
   市⺠ 多様     応       職員本⼈ 希望 踏     様々 勤務時間 形態  任
⽤ 進     効率的 効果的 ⾏政     提供体制 構築 図     

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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取組№ 23

Ⅴ
2

(1)

指標1

プロジェクトチームによる事業実施
件数

2件（累計）

1件

ー

ー

プロジェクトチームの設置が必要と
  各部課間     ⾏政課
題 緊急 対応   ⾏政課題
等が想定より少なかったため。

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 柔軟で機能的な組織の構築

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

 第6次総合計画 施策体系 勘案  R2年4⽉付  ⾏政組織 改編 ⾏   
・政策形成研修の一環でプロジェクトチームを設置し、3班に分かれて政策課題の解決に向けた調査研究
 ⾏   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 秘書企画課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

時代に対応できる柔軟で連携のとれた機能的な組織づくりと⼈材育成の推進
機能的な組織づくり
効率的 効果的 組織体制 整備

【取組状況】
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指標1

プロジェクトチームによる事業実施
件数

4件（累計）

5件

ー

ー

課題に向けた取組

 重点的 取 組 事業 選定     新規 主要事業      大幅 ⼿法変更 予定      
れにより選定した事業を効果的に推進できる組織体制を構築する。
・必要に応じてプロジェクトチームを活⽤し、新規事業の実現や政策課題の解決に向けて取り組む。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

市として重点的に取り組む事業に応じて、組織改編等により実施しやすい環境を整える必要がある。そのた
めには、まず市として重点的に取り組む事業を明確にする必要がある。

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

 R2  複合型         PT   市制50周年事業PT   政策形成実践研修PT   庁内    
ウェア検討PT」が発⾜した。重大な事業を進めていくうえでプロジェクトチームを効果的に活⽤し、機能的な
組織運営 ⾏        
 新規事業  対応 既存事業 更  推進 向   R3年4⽉付  ⾏政組織 改編 ⾏   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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取組№ 24

Ⅴ
3

(1)

指標1

情報化   業務効率化案件数

4件（累計）

4件（累計）

ー

ー
歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 AI ICT 活⽤  業務 効率化

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

 市 発送  郵送物 送付先住所    変更依頼 基         ⼊⼒  作業  課税台帳
      Excel 管理  情報 転記  作業等 事務処理    RPA 導⼊  作業時間 削
減等 効率化      （10件） 
・AI-OCRや議事録⾃動作成ツールなど、新技術を⽤いたサービスの提供事業者による説明会を開催。情
報技術 ⾝近      捉          次年度以降 情報化          

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 ICTイノベーション推進課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

時代に対応できる柔軟で連携のとれた機能的な組織づくりと⼈材育成の推進
情報化の推進
AI ICT 利活⽤等   情報化 推進

【取組状況】
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指標1

情報化   業務効率化案件数

6件（累計）

8件（累計）

ー

150

課題に向けた取組

AI-OCRについては、導⼊を図る当部門、当該業務を実施している担当部門を含め、コロナウイルス感染拡
大防⽌ 関  業務 優先     利⽤業務 拡大 導⼊効果 測定 年度内 十分 ⾏     
きなかった。
次年度  実施予定 部門      相応 効果 ⾒込  予定    

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

    感染症対応業務 伴 非定常業務 増大 AI-OCR利⽤業務 ⽇程   
 国 ⾃治体DX推進 伴  全庁的 取 組  不可⽋
・情報化を推進する⼈材の確保

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

  紙 申請書 読 取    化  AI-OCR 導⼊  帳票⼊⼒作業 効率化 図   
       環境 構築  感染症拡大 図    ⾃宅等   PC業務 可能   （30台実働
中）。
  簡易電⼦決裁等 業務効率化 資  機能 搭載          導⼊   
・ 各会議室に大型ディスプレイを設置し、ペーパレス会議・Web会議が可能な環境を構築した。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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取組№ 25

Ⅴ
4

(1)

指標1

管理職 ⼥性割合

令和2年4⽉1⽇時点 33.0％

29.0%
(平成31年4⽉1⽇時点 28.4%)

ー

ー

特定事業主⾏動計画 策定  
平成28年度  ⼥性 管理職
登⽤を積極的に進めており、目標
値には達していないが、割合は
年々上昇     

歳出削減額
（千円） -4,577

目標値と実績
値の差分につい

  理由

時間外勤務の指針の改定・周知
徹底 ⾏       対応関連 
派⽣した新たな事務対応が⽣じた
ことが増加要因となった。

取組内容 特定事業主⾏動計画 推進 ⼈事評価制度 活⽤

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

 特定事業主⾏動計画 基   積極的 ⼥性 管理職登⽤等 ⾏  結果 ⼥性管理職 割合 前
年度⽐0.6    増加   
 働 ⽅改⾰関連法 施⾏ 伴  時間外勤務 上限設定 産業医面談 義務化など、時間外勤務の
指針 令和元年10⽉ 改正  新  報告様式 作成 運⽤        時間外勤務 管理    
で以上に徹底した。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 時間外勤務⼿当額 0

目標値 180,711千円 0

歳⼊増加額
（千円） ー

R1実績値 187,113千円

担当課 ⼈事課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

時代に対応できる柔軟で連携のとれた機能的な組織づくりと⼈材育成の推進
⼈材育成の推進
職員 意欲 能⼒ 発揮 促 柔軟  適正 任⽤ 推進

【取組状況】
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指標1

管理職 ⼥性割合

目標値 特定事業主⾏動計画
の後期計画において設定

29.7%

ー

ー

特定事業主⾏動計画 策定  
平成28年度  ⼥性 管理職
登⽤を積極的に進めており、目標
値には達していないが、割合は
年々上昇     

課題に向けた取組

各種提出書類の押印レス化による事務⼿続きの負担軽減及びグループウェア内における⼈事課ポータルサ
   運⽤   ⼈事制度 周知 図  
⼈事評価制度      昨年度 改定  ⼈材育成基本⽅針 照   評価項目 ⾒直 等 ⾏  
が、新しいシートでの評価を本格的に導⼊する。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

新型コロナウイルスの影響によりイベ
ント等がなくなったことで全庁的な
時間外勤務の時間数は減少した
が、目標値は達成しなかった。

 R3年度 取組 

課題

特定事業主⾏動計画 後期計画 基   ⼦育  介護  様々 事情 抱  職員    働   
 活躍   職場 目指  休暇制度 積極的 利⽤     周知 時間外勤務 適正管理等 引
き続き取り組んでいく必要がある。
   ⼈事評価制度      昨年度 改定  ⼈材育成基本⽅針 照   評価項目 ⾒直 等 
⾏    新  評価    導⼊ 今年度        導⼊結果       ⼈材育成 資  制
度     引 続 検討    必要    

歳⼊増加額
（千円） ー

歳出削減額
（千円） 7,909

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

 特定事業主⾏動計画 基   積極的 ⼥性 管理職登⽤等 ⾏  結果 ⼥性管理職 割合 前
年度⽐0.7    増加      同計画 前期計画 期間満了 伴  後期計画 策定  管理職 
⼥性割合 目標値     前期計画 引 続 33.0% 設定   
 ⼈材育成基本⽅針 改定 伴  ⼈事評価制度 評価項目 ⾒直 等 全般的 ⾒直  ⾏   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 時間外勤務⼿当額 0

目標値 178,885千円 0

R2実績値 179,204千円
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取組№ 26

Ⅴ
4

(2)

指標1
職員の地域における課題解決能
⼒ 協創⼒ 向上     研
修、勉強会の開催回数

3回

4回

ー

ー

ファシリテーション研修、政策形成
研修       研修(年度中2
回)を実施し、目標値を上回った。

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 「⼈材育成基本⽅針」に基づく⼈材育成の推進

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

 研修制度      ⼊庁10年目職員(⼊庁10年目相当含 ) 対象   研修 中級職員研修  
 内容 整理  ⾒直            研修  職員 地域    課題解決能⼒ 協創⼒ 向上
     研修 ⾃主勉強会 4回実施  職員 地域 ⾶ 出 意識 醸成 図        
 新規採⽤職員指導制度(⼊庁1年目職員対象)        制度(⼊庁2 3年目職員対象)    
 例年   実施  ⼈材育成 組織全体          活発化 一助     

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 ⼈事課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

時代に対応できる柔軟で連携のとれた機能的な組織づくりと⼈材育成の推進
⼈材育成の推進
職員 資質向上 能⼒開発 推進

【取組状況】
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指標1
職員の地域における課題解決能
⼒ 協創⼒ 向上     研
修、勉強会の開催回数

6回（累計）

8回（累計）

ー

ー

ファシリテーション研修、政策形成
実践研修、地域に⾶び出す公務
員 応援  首⻑     ⾃主
研究グループによる勉強会(複数
回開催されているが1回としてカウ
  ) ⾏  前年度   累計回
数が目標値を上回った。

課題に向けた取組

階層別研修 中⼼   研修     内容 随時⾒直    実施  職員 求    能⼒(    )
の育成を図る。
⾃己啓発助成要綱の改正により、本市が取得を推進する一級建築士等の資格に対する助成額を上げる
など、⾃己研鑽の意欲を⾼める。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

昨年度改定  ⼈材育成基本⽅針 基   職員 求    能⼒(    ) 育成      研修計
画 継続的 ⾒直 必要    
職員 ⾃己研鑽    推進     既存 助成制度等 ⾒直 必要    

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

 前年度  講座形式 実施             研修     ⾃治会等 参加  複合型    
     事業 事業計画策定        参加  学 実践形式 切 替            研修
 位置付     地域 ⾶ 出 公務員 応援  首⻑連合          形式 実施   
 新  職員 ⾃主研究     1 ⽴ 上   ⼈事課           ⽉1回 勉強会    
周知 図   ⽀援 ⾏   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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取組№ 27

Ⅴ
4

(3)

指標1

職員採⽤試験の受験者数

800⼈以上

712⼈

ー

ー

有効求⼈倍率 推移 上   
ど、売り⼿市場であったことから、
多  受験⽣ ⺠間企業 流 
たと考えられる。

歳出削減額
（千円）

目標値と実績
値の差分につい

  理由

取組内容 職員採⽤活動の強化

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

大学訪問や採⽤説明会などの採⽤活動を実施し、大卒事務職の採⽤試験受験者数を712名確保し
た。社会⼈採⽤試験では、エン・ジャパンと連携協定を結び、試験を実施した結果、多⽅面からの応募が
集まり、7職種合計1,025名の受験者を確保した。障がい者対象枠の試験については、これまで受験資格
 ⾝体障害者 限定  試験 実施      本年度  ⾝体 精神 知的 3障害 受験資格 拡大
      年度末      新型        影響 受  対面形式  採⽤説明会 中⽌    
    採⽤説明会 ⾏    業務内容 説明 加               がった。

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

歳⼊増加額
（千円）

R1実績値

担当課 ⼈事課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

時代に対応できる柔軟で連携のとれた機能的な組織づくりと⼈材育成の推進
⼈材育成の推進
多様な⼈材の確保

【取組状況】
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指標1

職員採⽤試験の受験者数

800⼈以上

587⼈

ー

ー

4⽉1⽇時点の大学⽣の就職内
定率 過去最⾼ 記録     
⺠間企業 採⽤ 前倒     
   多  受験⽣ ⺠間企業 
流   考     

課題に向けた取組

昨年度改定  ⼈材育成基本⽅針 基   求  ⼈物像 設定  試験⽅法等 反映      欲
しい⼈材を確実に採⽤できるようにする。また、組織全体の変⾰に向け、中途採⽤試験も引き続き実施し
    障  者採⽤     従来 試験 加  会計年度任⽤職員   採⽤  新  ⼿法 検討
している。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

 R3年度 取組 

課題

少数精鋭の組織体制を維持していくため、求める⼈物像や職種を明確にし、欲しい⼈材を確実に採⽤でき
    PR⼿法 試験 実施⽅法 ⾒直  随時⾏    必要       多様 ⼈材 働      
    障  者採⽤ ⼿法 引 続 検討      以上 積極的 ⾏    必要    

歳⼊増加額
（千円）

歳出削減額
（千円）

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

採⽤説明会などの採⽤活動を実施し、大卒事務職の採⽤試験受験者数を587名確保した。社会⼈採
⽤試験  受験者数 54名確保   障  者対象枠 試験      本年度     障害 対 
試験 ⾏  受験者数 10名確保      新型        影響          採⽤説明会 
⾏   

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 0 0

目標値 0 0

R2実績値
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取組№ 28

0

1
(1)

指標1

経常収⽀⽐率

95.4%

94.3%

ー

ー

⽐率 低    臨時的経費 
充当できる一般財源に余裕があ
ることを⽰している。
経常収⽀⽐率 前年度  上昇
したものの、地⽅交付税等の増額
により目標値は達成できた。

歳出削減額
（千円） ー

目標値と実績
値の差分につい

  理由

歳出の削減や、市債の活⽤等によ
る歳⼊の確保に努めたことにより、
前年度繰越⾦等 増額    予
想 上回 ⿊字     

取組内容 財政指標 目標値 設定 管理

 R元年度 取組 

R元年度 
取組実績

中期財政計画 作成 公表        経常収⽀⽐率 市債残⾼等 ⾒通  明      財政状
況 適切 把握  ⻑期的 視点 財政運営 ⾏     健全 財政運営 維持 繋   

実質収⽀　1,477,901千円

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 実質収⽀⽐率 0

目標値 3.0 5.0％ 0

歳⼊増加額
（千円） ー

R1実績値 6.5%

担当課 財政課

 ⽣駒市⾏政改⾰⼤綱 前期⾏動計画  取組状況（R２年度末時点）

財政規律 確保     
財政指標の目標値設定
財政規律 確保     財政指標 目標値設定
財政計画 基  経常収⽀⽐率等 指標管理

【取組状況】
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指標1

経常収⽀⽐率

95.8%

89.7%（暫定値）

ー

ー

⽐率 低    臨時的経費 
充当できる一般財源に余裕があ
ることを⽰している。
退職⼿当、公債費等の経常的
経費 ⽀出 減  県税交付⾦
や地⽅交付税等の一般財源の
増額により目標値を達成できた。

課題に向けた取組

引 続  中⻑期的 視点 財政計画 作成       歳⼊確保 努  事業⾒直 等 進  経
常経費の抑制に努める。

目標値と実績
値の差分につい

  理由

歳出 削減  国庫⽀出⾦ 市
債等の特定財源の確保に努めたこ
     前年度繰越⾦等 増額
    予想 上回 ⿊字   
た。

 R3年度 取組 

課題

⽣産年齢⼈⼝ 減少 伴  市税収⼊ 増加 ⾒込   歳出     社会保障関係費 増加 
施設 ⽼朽化等 伴 維持管理 更新経費 増加 ⾒込     経常経費 市 財政 圧迫  厳
しい状況にある。

歳⼊増加額
（千円） ー

歳出削減額
（千円） ー

 R2年度 取組 

R2年度 
取組実績

中期財政計画 作成 公表        経常収⽀⽐率 市債残⾼等 ⾒通  明      財政状
況 適切 把握  ⻑期的 視点 財政運営 ⾏     健全 財政運営 維持 繋   

実質収⽀　1,810,871千円

実
績
・
数
値
目
標

指標2 指標3

指標名 実質収⽀⽐率 0

目標値 3.0 5.0％ 0

R2実績値 7.7%
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